
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　類似団体平均と同等であるが、人口の減少や全国平均を上回る高齢化率により、財政基盤が弱く、加えて観光産業を中心に
景気低迷の影響を受けていることから、歳出の徹底的な見直しを実施するとともに、税収の徴収率98％を維持し歳入の確保に
努める。
【経常収支比率】
　歳入全体に対する地方交付税の依存度が高いため、三位一体改革による影響を受け近年特に歳入の確保が困難となり12
年度と比較し10ポイントの増と類似団体平均を上回っている。歳出では扶助費、公債費が増加傾向にある。行政評価制度の導
入によりすべて事務事業の点検、見直しを図り、経常経費の削減を図る。
【起債制限比率】
　過去からの起債抑制策により類似団体とほぼ同じとなっているが、起債償還額の上昇が見込まれている。今後は有利な地方
債の活用を図るとともに、緊急度、住民ニーズを的確に把握して真に必要な事業を十分考慮し、新規地方債の発行の抑制に
努める。
【人口1人当たり地方債現在高】
　近年大規模事業を実施したため類似団体を上回っている。主な要因としては、H15～16年度実施の幼保センター建設事業
（事業費10億円、うち起債7億円）、H14～16年度実施のCATV整備事業（事業費13億円、うち起債5億円）等であるが、今後に
おいては新規地方債の発行の抑制等により、類似団体平均の水準となるよう努める。
【ライスパイレス指数】
　特殊勤務手当等の各種手当に関しては全面的な見直しを行っているが、職員給与に関しては町村会準則に準ずる適用を
行ってきた結果、国との比較では下回っているものの類似団体平均を上回っている。今後は給与体系の見直し等を実施する。
【人口1,000人当たり職員数】
　過去からの新規採用抑制策により類似団体平均とほぼ同等となっている。合併に伴う定員適正化計画に基づき勧奨退職の


